
扶助費
29.1%

普通建設
事業費
11.6%

人件費
16.8%

繰出金
12.4%

物件費
13.0%

補助費等
9.0%

公債費
5.3%

積立金
2.2%

維持補修費
0.5%

出資金・貸付金
0.1%

民生費
48.3%

総務費
9.2%

土木費
14.7%

教育費
7.9%

衛生費
5.9%

公債費
5.3%

消防費
4.0%

諸支出金
2.6%

議会費
1.1%

その他
1.0%

国庫支出金
16.3%

都支出金
14.5%

市税
49.8%

地方消費税
交付金
5.1%

市債
3.4%

諸収入
1.4%

使用料及び
手数料
1.7%繰越金

1.7%

分担金及び
負担金
1.1%

繰入金
2.6%

地方交付税
0.3%

寄附金
0.4%

その他
1.8%

市報 平成29年/2017年12月5日（2） 〒186-8501　富士見台2-47-1 問＝問い合わせ

※上記の金額・構成比は項目ごとに四捨五入していますので、計に一致しない場合があります。 

 平成28年度国立市のお金はこのように使われました
（一般会計決算状況）お知らせ

平成２８年度の決算がまとまりま
したので、お知らせします。詳細
は市ホームページ｢決算概況｣をご
覧ください。
問政策経営課財政係

※ 地方消費税率の改定に伴う地方消費税交付金の増
加分（6億3,０４３万円）は、社会保障施策に要する経
費（７３億9,４３４万円）に充てました。

① 平成28年度は、７年ぶりに普通交付税不交付となりました。また、その影響で、臨時財政対
策債（赤字地方債）は発行不可能となりました。
② 市税等収納率は、納税者の皆さまのご理解、ご協力により、平成27年度を０.１ポイント上回
る99.４％となり、引き続き多摩26市中１位の結果となりました。

③ 経常収支比率は、地方消費税交付金の減少、公債費や扶助費の増加などにより、前年度比で
２.４ポイント悪化し、92.７％となりました。

平 成 28 年 度 決 算 の ポ イ ン ト

歳入 歳出(目的別) 歳出(性質別)
科　　　目 決　算　額 構 成 比

市 税 149億5,552万円 49.8％
国 庫 支 出 金 48億9,720万円 16.3％
都 支 出 金 43億5,922万円 14.5％
地方消費税交付金 15億3,106万円 5.1％
市 債 10億2,980万円 3.4％
繰 入 金 7億7,485万円 2.6％
繰 越 金 5億　936万円 1.7％
使用料及び手数料 4億9,995万円 1.7％
諸 収 入 4億3,071万円 1.4％
分担金及び負担金 3億3,085万円 1.1％
寄 附 金 1億1,854万円 0.4％
地 方 交 付 税 7,851万円 0.3％
そ の 他 5億3,602万円 1.8％

計 300億5,156万円 100.0％

科　　　目 決　算　額 構 成 比

民 生 費 141億5,848万円 48.3％

土 木 費 43億　840万円 14.7％

総 務 費 26億9,534万円 9.2％

教 育 費 23億　756万円 7.9％

衛 生 費 17億1,828万円 5.9％

公 債 費 15億5,297万円 5.3％

消 防 費 11億7,278万円 4.0％

諸 支 出 金 7億5,705万円 2.6％

議 会 費 3億1,407万円 1.1％

そ の 他 3億　508万円 1.0％

計 292億9,000万円 100.0％

科　　　目 決　算　額 構 成 比

扶 助 費 85億3,773万円 29.1％

人 件 費 49億1,934万円 16.8％

物 件 費 38億　725万円 13.0％

繰 出 金 36億2,406万円 12.4％

普通建設事業費 33億9,604万円 11.6％

補 助 費 等 26億4,893万円 9.0％

公 債 費 15億5,297万円 5.3％

積 立 金 6億4,511万円 2.2％

維 持 補 修 費 1億3,359万円 0.5％

出資金・貸付金 2,500万円 0.1％

計 292億9,000万円 100.0％

▲ 市ホームページ
｢決算概況｣の
QRコード。

祝日を除く月曜日午前9時～正午と金曜日午後2時～5時の間、市役所1階のしょうがいしゃ支援課に手話通訳者がいます。

 

市
で
は
、
国
立
市
総
合
基
本
計

画
に
基
づ
き
、
安
心
・
安
全
な
ま

ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
ま
す
が
、

そ
の
骨
子
と
な
る
理
念
等
が
必
要

と
考
え
、
条
例
を
制
定
す
る
こ
と

と
し
ま
し
た
。
こ
こ
で
、「（
仮
称
）

国
立
市
安
心
・
安
全
ま
ち
づ
く
り

基
本
条
例（
素
案
）」が
ま
と
ま
り

ま
し
た
の
で
、
次
の
と
お
り
、
市

民
の
皆
さ
ま
か
ら
の
意
見
を
募
集

し
ま
す
。

募 

集
期
間　

12
月
５
日
㈫
〜
25
日

㈪
閲 

覧
場
所　

市
役
所
１
階（
防
災

安
全
課
、情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
）、

北
市
民
プ
ラ
ザ（
北
３-

１-

１　

９
号
棟
）、
南
市
民
プ
ラ
ザ（
泉

２-

３-

２　

１
号
棟
）、
公
民

館（
中
１-

15-

１
）、
中
央
図
書

館（
富
士
見
台
２-

34
）、
市
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ｢

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト｣

提 

出
方
法　

意
見
の
内
容
を
簡
潔

に
ま
と
め（
様
式
自
由
）、氏
名
、

住
所
、連
絡
先
を
明
記
の
う
え
、

郵
送
、
フ
ァ
ク
ス
、
メ
ー
ル
ま

た
は
直
接
問
へ
ご
提
出
く
だ
さ

い
。

※ 

い
た
だ
い
た
ご
意
見
は
、
個
人

が
特
定
で
き
な
い
形
で
公
表
す

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

ご
意
見
に
対
し
て
直
接
の
回
答

は
し
ま
せ
ん
が
、
条
例
制
定
の

参
考
に
し
ま
す
。

問 

〒
186-

８
５
０
１　

富
士
見
台

２-

47-

１　

防
災
安
全
課
防

災
・
消
防
係

 sec_bosaianzen@
city.

kunitachi.lg.jp

平
成
30
年
度
償
却
資
産
申
告
書

は
、
12
月
中
旬
に
郵
送
し
ま
す
。

電
算
申
告
・e

エ
ル
　
タ
ッ
ク
ス

LTA
X

で
申
告
の

方
に
は
は
が
き
で
、
普
通
申
告
で

免
税
点
未
満
の
方
に
は
別
途
封
書

で
郵
送
し
ま
す
。
事
業
を
営
ま
れ

て
い
る
方
は
、
地
方
税
法
第
383
条

に
よ
り
償
却
資
産
申
告
が
義
務
づ

け
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
確
定
申

告
書
の
減
価
償
却
資
産
の
内
訳
や

資
産
増
減
を
ご
確
認
の
う
え
、
申

告
し
て
く
だ
さ
い
。

平
成
29
年
中
に
、
新
規
に
市
内

で
事
業
を
始
め
ら
れ
た
方
は
、
市

に
申
告
が
必
要
で
す
。

受 

付　

平
成
30
年
１
月
４
日
㈭
〜

31
日
㈬
に
、
問
の
窓
口
で
受
け

付
け
ま
す
。

※ 

税
理
士
等
に
依
頼
さ
れ
る
方
は
、

至
急
、
申
告
書
を
お
渡
し
く
だ

さ
い
。

※ 

確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
よ
り

早
い
締
切
と
な
っ
て
い
ま
す
。
提

出
が
遅
れ
る
場
合
は
、
問
へ
お

知
ら
せ
く
だ
さ
い
。

※ 

地
方
税
電
子
申
告（eLTAX

）で

も
受
け
付
け
て
い
ま
す
。

※ 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー（
個
人
番
号
・
法

人
番
号
）の
記
載
を
お
願
い
し

ま
す
。
な
お
、
個
人
番
号
の
記

載
の
際
は
、
本
人
確
認（
番
号

確
認
と
身
元
確
認
）が
必
要
で

す
。

問
課
税
課
固
定
資
産
税
係

お知らせ税・年金 ｢

（
仮
称
）国
立
市
安
心
・
安
全
ま
ち
づ
く
り

基
本
条
例（
素
案
）｣

の
意
見
募
集

 

市
内
で
事
業
を
営
む
皆
さ
ま
へ

固
定
資
産
税
償
却
資
産
申
告
の
お
願
い

歳出(性質別)
292億
9,000万円

歳出(目的別)
292億
9,000万円

歳入
300億
5,156万円


